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平 成 １ ９ 年 ９ 月 ２ １ 日 

 

 

柴田町議会  

 議  長  伊  藤  一  男  殿  

 

議会運営委員会 

委員長  佐 藤 輝 雄 

 

議会運営委員会視察研修報告書  

 

 先に実施した議会運営委員会視察研修の結果を、下記のとおり報告

します。  

 

記  

 

１  期  日   平成１９年７月３日（火）～５日（木）  

 

２  視察地及び研修事項 

      １）三重県菰野町議会  

        ①議会運営について  

②議会活性化への取り組みについて  

      ２）三重県伊賀市議会  

        ①議会の活性化について  

②議会基本条例の制定について  

 

３  研修概要   別紙のとおり  
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＜三重県菰野町議会＞           平成１９年７月３日視察  

 

１．町の概要  

菰野町は、三重県の北部に位置し、名古屋から約７０㎞、県内最

大の都市四日市に隣接し、西は標高１，２１２ｍの御在所岳を中心

に鈴鹿山脈によって滋賀県と境をなしている。東西約１３㎞、南北

１０．６㎞、総面積１０７．２８平方㎞で、ほぼ四角い形をしてい

る。  

昭和３年に町制を施行し、昭和３０年４月１日、朝上村と千種村

が合併して朝明村となり、次いで昭和３１年９月３０日、菰野町と

鵜川原村、竹永村が合併して菰野町として発足。昭和３２年１月１

５日、菰野町と朝明村が合併し現在に至っている。  

平成１９年３月末現在町の総人口は４０，２７４人で、世帯数は

１４，０６６世帯となっている。  

 

２．研修内容  

 

１）議会運営について  

①議会の概要  

・議員法定数２６人で条例定数は２１人。現在欠員１名いるた

め２０名だが、次回の一般選挙から１８人となる。平成１９

年４月１日現在の平均年齢は６１歳。  

・常任委員会は、総務財政常任委員会、教育民生常任委員会、

産業建設常任委員会の３つで、任期は２年。委員定数は各委

員会とも７人。  

・特別委員会は現在、談合防止入札制度調査特別委員会、行政

改革特別委員会、図書館建設特別委員会の３委員会が設置さ

れており、事件調査終了時までの任期としている。  

・議会運営委員会の委員定数は７人以内で、会派所属議員数に

応じて選出している。任期は２年。  

・会派は議員数２～３人の７会派があり、無会派も１名いる。  

・議会広報の編集は、会派代表による議会だより編集委員会が

主体となって当たっている。  

・諸会議は全員協議会と会派代表者会議。  

・議員報酬は議長が４０万円、副議長が３２万円、議員が３０

万円となっている。  

・政務調査費は、会派または議員に対し、議員１人当たり月額

３万円を交付している。  

・会議録は次回定例会までに行政側、全議員、図書館、情報閲

覧室に配布している。  

②議員の発言  

ⅰ）代表質問  

・定例会において、各会派を代表して各１人が町長の施政方針

に対して代表質問を行うことができる。  

・通告期限は、開会日翌日の正午まで。  
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・質問回数は最初の質問を含め３回以内とし、時間は答弁を含

めて６０分以内としている。（最初の質問は３０分以内）  

ⅱ）一般質問  

・通告は、開会日翌日正午まで。  

・通告事項はできるだけ具体的に明記する。  

・１人の持ち時間は、答弁を含め６０分以内とする。（最初の

質問は２０分以内）  

ⅲ）関連質問  

・同一会派内の一般質問に限り関連質疑を行うことができる。  

・質問時期は、全員の一般質問終了後で、質問時間は答弁を含

め３０分以内としている。  

・関連質問は一般質問をした者を除く。  

ⅳ）議案質疑  

・一括質疑・一括答弁の方法により行い、自己の所属する常任

委員会・特別委員会に関する議案に対して質疑をしない。  

・個人の意見は差し控え、議案に関する質疑または不明な点を

質すのみにとどめるものとし、一般質問にわたる質問は行わ

ない。  

 

２）議会活性化への取り組みについて  

～身近な議会、開かれた議会を目指して～  

①議会情報の発信  

ⅰ）インターネットでの情報提供  

・町ホームページに議会サイトを設置  

・定例会の日程・質問内容通告をホームページに掲載  

・議会ホームページに会議録検索システムを設置  

・会議録検索システムの機能を追加…代表質問・一般質問の通

告内容掲載  

ⅱ）議会情報の提供  

・新聞等マスコミへの定例会情報の提供…記者クラブへファッ

クス送付  

・議会事務局、支所で質問通告内容の配布  

・提出議案の概要を防災行政無線で放送  

・提出議案の概要を傍聴人に配布  

②議会傍聴と会議録  

ⅰ）議会傍聴への対応  

・傍聴人に分かりやすい議場設備…庁舎１階ロビーのモニター

に議会映像を放映。また、議場内モニターを使用した資料映

像が見れるよう傍聴席にモニターを設置  

・傍聴規則の改正…個人情報保護の観点から傍聴受付の見直し  

・委員会の積極的公開  

ⅱ）町図書室に会議録配本  

③議員報酬と費用弁償、政務調査費  

ⅰ）議員の報酬・費用弁償改正  

・報酬の二重取りと誤解されやすいことから、会議出席時の費
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用弁償の廃止、出張時の費用弁償の大幅削減  

・報酬の日割り計算への改正  

ⅱ）政務調査費制度の導入…透明性を確保するため、領収書の

添付や収支報告の閲覧制度を新設  

④政治倫理  

ⅰ）政治倫理の確立…政治倫理条例の制定  

⑤議会改革  

ⅰ）議会改革の論議  

平成１７年１２月議会で行政改革特別委員会が設置され、

行政分野での改革審査が開始されたのを契機に、議会改革の

ため議会運営委員会で論議を開始した。  

・常任委員、議会運営委員の任期を１年から２年に委員会条例

を改正  

・先進議会への視察研修  

ⅱ）議長交際費の使途基準作成…使途の明確化、透明性の確保  

⑥議会環境の整備・拡充  

ⅰ）議会図書の充実…計画的拡充  

ⅱ）会派室の設置…インターネット環境の整備を行い、会派パ

ソコンでの情報入手に配慮  

ⅲ）議会事務の高度化・合理化  

・各種議員研修や質問項目に関する資料提供等の調査業務の拡

充…質問フロッピーディスク化や湯茶提供等の業務の見直し  

・質問通告のフロッピーディスク提出  

 

３．まとめ  

 本町では議会活性化特別委員会を設置し「開かれた議会」「活発

な議会活動」等について平成１７年～１８年にかけて種々の議会改

革に取り組んできたが、菰野町では同様の改革を議会運営委員会で

審議し、随時見直しを図っている。町の財政状況に違いはあるが、

ホームページを活用しての会議録検索システムの導入や質問通告の

掲載、マスコミや防災行政無線等の活用により議会情報発信を積極

的に行っている。さらに、ほとんどの議員が会派代表質問や一般質

問を行う等、議会活動の活発な様子が伺え、大いに参考になったと

ころである。  
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〈三重県伊賀市議会〉           平成１９年７月４日視察  

 

１．市の概要  

三重県の北西部に位置し、北は滋賀県、西は京都府、奈良県と接

している。北東部を鈴鹿山系、南西部は大和高原、南東部を布引山

系に囲まれた盆地を形成しており、低地・台地は少なく、丘陵地が

多くなっている。大阪湾に流れ込む淀川の源流域であり、近畿圏域

の水源地となっている。  

京都・奈良や伊勢を結ぶ大和街道・伊賀街道・初瀬街道を有し、

古来より都に隣接する地域として、また、交通の要衝として栄えて

きた。  

平成１６年１１月１日に１市３町２村（上野市、島ヶ原村、伊賀

町、阿山町、大山田村、青山町）が合併して伊賀市となった。  

平成１９年３月３１日現在の人口は１０２，５５０人で、世帯数

は３８，６８５世帯となっている。  

 

２．研修内容  

 

１）議会運営について  

①議会の概要  

・議員法定数・条例定数・現員はいずれも３４人である。党派

別議員は無所属２６人、自民党１人、民主党３人、公明党３

人、共産党１人となっている。  

・常任委員会は、総務常任委員会（定数９人）、教育民生常任

委員会（同９人）、産業経済常任委員会（同８人）、建設水

道常任委員会（同８人）の４つ。  

・議会運営委員会の委員定数は９人以内で、会派代表者会議で

調整している。任期は１年。  

・会派は議員数３～８人の６会派があり、無会派も４名いる。  

・議会広報の編集は、市議会だより編集委員会が主体となって

当たっている。  

・議員報酬は議長が５３万円、副議長が４６万７，０００円、

議員が４２万３，０００円となっている。  

・政務調査費は、議員に対し、議員１人当たり月額２万円を交

付している。  

・行政視察は、１人当たり常任委員会が年額９万円、議会運営

委員会が６万５，０００円、海外研修は旅費の全額を公費負

担している。  

・本会議及び予算特別委員会の模様は、ケーブルテレビで中継

している。  

・正副議長選挙に当たっては、立候補制を採用し、立候補者の

所信表明会を開催している。  

②議員の発言  

ⅰ）代表質問・一般質問  

・質問形態は一括質問答弁方式及び一問一答方式とする。  
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・発言通告書は招集日の本会議終了後から招集日の翌日正午ま

で。  

・代表質問は３月定例会のみで、一般質問は全定例会で行う。  

・質問回数の制限はないが、発言時間は答弁を含めて６０分以

内としている。  

ⅱ）関連質問  

・一般質問全体を通じて質問回数は１回。  

・発言時間は５分以内としている。  

 

２）議会の活性化・議会基本条例の制定について  

①議会基本条例制定のきっかけ  

・平成１６年の合併時に新市において伊賀市の憲法との位置づ

けされる「伊賀市自治基本条例」を制定したが、その第５条

第２項には「市は、この条例の定める内容に即して、分野別

の基本条例の制定に努めるとともに…」と規定しており、こ

れがきっかけとなり議会基本条例を制定した。  

・自治基本条例の第５章には「議会の役割と責務」（第３８条

～４１条）として議会の理念的なことを謳っているが、それ

を具現化するものとして議会基本条例を制定した。  

②議会基本条例制定の経過  

・１８年４月…市議会の正副議長選挙に伴う所信表明会を実施

（公約として①基本条例の制定②政務調査費の使途の明確化

③議員定数の削減の三つを掲げた議員が議長となる）  

・１８年５月１６日…議長の私的諮問機関「議会のあり方検討

委員会」（以後「あり方委員会」と記述）を設置し、７会派

から１名ずつ委員を出して、議長の公約案件を諮問。  

・１８年６月～８月…あり方委員会で市民との意見交換会を開

催（土日昼夜を問わず８３団体・５６回）  

・１８年１０月…条例案を作成  

・１８年１１月１４日～２０日…タウンミーティング開催（６

回）  

・１８年１１月２７日…あり方委員会から議長に答申。  

・１８年１２月１日～１４日…パブリックコメント実施（９５

件の意見があり、回答も行った）  

・１９年１月９日～２月２０日…議会基本条例案について議会

の全員懇談会を開催（７回）  

・１９年２月２８日…市議会３月定例会初日に上程。賛成２２、

反対１１で可決。  

③議会基本条例の特徴  

ⅰ）議会報告会の開催（７条）  

ⅱ）市長等への反問権の付与（８条）  

ⅲ）市長から提案する重要案件については、７項目の提出論点

情報の明示義務の新設（９条）  

ⅳ）政策討論会の設置（１２条）  

ⅴ）委員会等の出前講座の実施（１３条）  
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ⅵ）議員の議案に対する賛否の公表（１８条）  

ⅶ）議員の定数は自らの責任で決めていく（２０条）  

ⅷ）議員の報酬もⅶと同様（２１条）  
 
 
３．まとめ  

 伊賀市では、市議会の中で全国に先駆けて議会基本条例を制定し

た。正副議長の所信表明会時における議長の公約により取り組んだ

ものであるが、素案づくりは、議長の私的諮問機関である委員会に

おいて意見交換会やタウンミーティング、パブリックコメント等に

より、住民との話し合いを積極的に行って検討されたものである。  

当該条例では議会政策討論会の設置、市長等への反問権の付与、

委員会等の出前講座の実施等、かなり新しい考え方も導入されてお

り、本町においては、議会基本条例の制定の要否も含めて、今後多

くの議論が必要と考える。  


